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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第161期
第２四半期
連結累計期間

第162期
第２四半期
連結累計期間

第161期
第２四半期
連結会計期間

第162期
第２四半期
連結会計期間

第161期

会計期間

自　平成20年
　　４月１日
至　平成20年
　　９月30日

自　平成21年
　　４月１日
至　平成21年
　　９月30日

自　平成20年
　　７月１日
至　平成20年
　　９月30日

自　平成21年
　　７月１日
至　平成21年
　　９月30日

自　平成20年
　　４月１日
至　平成21年
　　３月31日

売上高 (百万円) 84,291 82,618 44,293 43,157 167,141

経常利益 (百万円) 2,139 3,112 1,347 2,540 3,539

四半期(当期)純利益 (百万円) 1,036 1,855 723 1,595 865

純資産額 (百万円) ― ― 51,392 52,532 49,726

総資産額 (百万円) ― ― 136,634 133,453 128,604

１株当たり純資産額 (円) ― ― 192.94 197.96 187.32

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 3.94 7.06 2.75 6.07 3.29

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円)
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

自己資本比率 (％) ― ― 37.1 39.0 38.3

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 4,264 7,418 ― ― 8,391

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,826 △979 ― ― △3,742

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,658 △4,579 ― ― △4,481

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ― ― 7,225 8,372 6,467

従業員数 (名) ― ― 3,258 3,170 3,152

(注)　１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

 ２ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事

業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成21年９月30日現在

従業員数(名) 3,170〔2,646〕

(注) １　従業員数は就業人員数(当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含む。)であり、臨時従業員数は〔　〕内に当第２四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載しており

ます。

２　臨時従業員には、季節工、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。

　

(2) 提出会社の状況

平成21年９月30日現在

従業員数(名) 1,848〔863〕

(注) １　従業員数は就業人員数(当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。)であり、臨時従業員

数は〔　〕内に当第２四半期会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

２　臨時従業員には、季節工、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績
当第２四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで
あります。

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同四半期比(％)

食料品製造
菓子

18,210 △ 5.9   キャラメル・キャンディ・
   チョコレート・ビスケットほか

　 食品
2,088 ＋2.2

　
   各種飲料・
   ココア・ケーキミックスほか

　 冷菓
7,027 △ 4.5

　    アイスクリームほか

　 健康
1,549 △ 22.9

　    ゼリー飲料ほか

合計 28,875 △ 6.1

(注) １　金額は、販売価格によっております。
２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
３　「食料卸売及び飲食店」、「不動産及びサービス」及び「その他」のセグメントについては、該当事項はあり
ません。

　
(2) 受注状況
主要製品の受注生産は、行っておりません。

　
(3) 販売実績
当第２四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで
あります。

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同四半期比(％)

食料品製造
菓子

18,072 △3.8   キャラメル・キャンディ・
   チョコレート・ビスケットほか

　 食品
2,611 ＋0.6

　
   各種飲料・
   ココア・ケーキミックスほか

　 冷菓
8,264 ＋0.7

　    アイスクリームほか

　 健康
6,855 △4.8

　    ゼリー飲料ほか

　 その他 361 △22.2

　  小計 36,166 △2.9

　食料卸売及び飲食店 6,103 △1.8

　不動産及びサービス 731 ＋7.6

　その他 156 ＋0.7

合計 43,157 △2.6

(注) １　セグメント間の取引については、相殺消去しております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３　前連結会計年度まで、「その他」に含めて記載していた「天使の健康」シリーズの通販事業を、第１四半期よ

り、「健康部門」に移管しております。前年同四半期比は、当該通販事業を組替の上、算定しております。
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２ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結会計期間における、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)業績の状況

当第２四半期連結会計期間の業績は次のとおりです。 

  売上高は、主力の食料品製造事業が減収となり、全体では431億５千７百万円と前年同期実績に比べ11

億３千６百万円（2.6％）の減収となりました。 

　また損益面では、売上高は減少しましたが、昨年高騰した原材料価格に比べて原材料費の低減が図れた

ことや、マーケティングコストを第３四半期以降にシフトしたこと、全社的なローコストオペレーション

により、営業利益は前年同期実績に比べ10億９千７百万円 (79.1％) 増加の24億８千３百万円、経常利益

も前年同期実績に比べ11億９千３百万円 (88.5％)増加の25億４千万円となりました。また、四半期純利

益につきましても、15億９千５百万円と前年同期実績に比べ８億７千２百万円（120.5％）の増益となり

ました。 

　

事業の種類別セグメントの第２四半期連結会計期間の業績は、次のとおりであります。

　

＜食料品製造事業＞ 

菓子部門 

菓子部門は、主力ブランドの「ミルクキャラメル」が販促活動の効果もあり大幅に伸張し、「ダー

ス」及び『午後の紅茶』ブランドを活用した商品群が好調に推移した「森永ビスケット」は堅調に

推移しました。一方で「チョコボール」「小枝」「ハイチュウ」「おっとっと」は苦戦を強いられ

ました。 

  その結果、菓子部門全体の売上高は、当期より取引制度を変更した影響もあり、前年同期実績を下

回りました。

　

食品部門 

食品部門では、当期発売90周年を迎える主力ブランドの「ミルクココア」が積極的なマーケティ

ング活動により好調に推移しました。その結果、食品部門全体の売上高は前年同期実績を上回りまし

た。

　

冷菓部門 

冷菓部門では、「アイスボックス」が夏場の天候の影響もあって苦戦しましたが、主力の「チョコ

モナカジャンボ」は鮮度管理を徹底することで商品価値をより一層高め、さらには広告宣伝を集中

的に行ったことで、前年同期実績に比べ伸張しました。その結果、冷菓部門全体の売上高は前年同期

実績を上回りました。

　

健康部門 

健康部門は当期より、従来からのウイダーブランドを中心とした事業に加え、「天使の健康」シ

リーズの通販事業を合わせて「健康部門」とします。 

  健康部門は、「天使の健康」シリーズの「清祥茶房」「おいしいコラーゲンドリンク」が順調に

推移しましたが、主力ブランドの「ウイダーｉｎゼリー」が苦戦を強いられたことにより、健康部門

全体の売上高は前年同期実績を下回りました。 

　

これらの結果、＜食料品製造事業＞の売上高は361億６千６百万円と前年同期実績に比べ2.9％減と

なりました。営業利益は21億６千６百万円と前年同期実績に比べ７億７千６百万円の増益となりまし

た。

　

＜食料卸売及び飲食店事業＞ 
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売上高は食料卸売部門が前年並みに推移しましたが、事業全体では61億３百万円と前年同期実績

に比べ1.8％の微減となりました。また、営業費用の圧縮に努めた結果、営業利益は１億９千万円と前

年同期実績に比べ６百万円の微増となりました。

　

＜不動産及びサービス事業＞

売上高はゴルフ部門が前年並みでしたが、不動産部門が増収となり、事業全体では７億３千１百万

円と前年同期実績に比べ7.6％増となりました。営業利益は２億１千９百万円と前年同期実績に比べ

２千７百万円の増益となりました。

　

＜その他の事業＞

　売上高１億５千６百万円、営業利益は４千５百万円であります。

　

(2)キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、第１四半期

連結会計期間末に比べて12億２千４百万円増加し、83億７千２百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

　当第２四半期連結会計期間における営業活動による資金の増加は31億８千７百万円と前年同四半期

会計期間に比べ13億円増加となりました。この増加の主たる要因は、税金等調整前四半期純利益が増加

したことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

　当第２四半期連結会計期間における投資活動の結果、使用した資金は６億２千８百万円となりまし

た。これは主に有形固定資産の取得による支出によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

　当第２四半期連結会計期間における財務活動による資金の減少は13億３千４百万円となりました。こ

れは主に借入金の返済によるものであります。 
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(3)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生

じた課題はありません。

　

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内

容等（会社法施行規則第118条第3号に掲げる事項）は次のとおりであります。
　
Ⅰ.基本方針 
　
当社は、その株式を上場し自由な取引を認める以上、支配権の移転を伴う当社株式の大量取得提案に

応じるか否かの判断は、最終的には株主の皆様の意思に委ねられるべきものと考えております。また、

当社は、大量取得行為であっても、当社の企業価値・株主共同の利益に資するものであれば、これを否

定するものではありません。 

　しかしながら、大量取得提案の中には、(i)買付目的や買付け後の経営方針等に鑑み、企業価値・株主

共同の利益に対する明白な侵害をもたらすもの、(ⅱ)株主の皆様に株式の売却を事実上強要するおそ

れがあるもの、(ⅲ)対象会社の取締役会や株主の皆様が大量取得行為の条件等について検討し、あるい

は対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報を提供しないもの等、対象会社の

企業価値・株主共同の利益を毀損するものも少なくありません。 

　当社は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値の源泉を十分に理解し、

当社の企業価値・株主共同の利益の継続的な確保・向上に資する者であるべきであり、当社の企業価

値・株主共同の利益を毀損するおそれのある大量取得提案を行う者は、当社の財務および事業の方針

の決定を支配する者として適当ではないと考えます。したがって、このような者による大量取得行為に

対しては必要かつ相当な手段を採ることにより、当社の企業価値・株主共同の利益を確保する必要が

あると考えます。 
　
Ⅱ．具体的な取組み
　

①会社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な取組

　　みについて
　
当社は、中期経営計画を策定し、高収益安定企業を実現すべく戦略を立案・推進しております。現在

の戦略の骨子は(a)現業の進化、(b)グローバル戦略、(c)新市場の創造の3つであります。(a)現業の進化

に向けて、当社は、経営資源の選択と集中を推進し、消費者の皆様のニーズを適確に掴みながら、最適な

プロダクトミックスを実現するべく努力しております。(b)グローバル戦略として、当社は、既に中国で

事業展開をしておりますが、中国での事業を早期に確固たるものとし、さらにアジア市場への展開を図

ると共に、併せて米国・欧州への展開も目指してまいります。(c)新市場の創造に向けて、現業を進化さ

せるのみならず、さらに事業拡大を図るために、「少子高齢化」「健康」をキーワードに、通販事業を

強化・拡大すると共に、機能性付加価値商品の開発を進め、新たな市場を創造・開拓してまいります。 

　また、当社は、企業価値の最大化および企業の永続的発展を図ることを目的に、経営の健全性および効

率性の向上、財務内容の信頼性の確保、適時適切な情報開示、法令の順守ならびに各ステークホルダー

との信頼関係の強化を基本方針として、取締役の任期を１年とし、また、執行役員制度を導入し、迅速な

業務執行を行うことができる体制を整えるなど、コーポレートガバナンスの構築に取り組んでおりま

す。 
　

②基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されること

　　を防止するための取組み 
　
当社は、平成20年6月27日開催の第160期定時株主総会において、当社株式の大量取得行為に関する対

応策（以下「本プラン」といいます。）を導入することの承認を得ております。 

　本プランは、当社株式に対する大量買付け等が行われた際に、当社取締役会が株主の皆様に代替案を

提案し、あるいは株主の皆様がかかる大量買付け等に応じるべきか否かを判断するために必要な情報

や時間を確保し、株主の皆様のために交渉を行うこと等を可能とするものであり、また、上記基本方針

に沿って、当社の企業価値・株主共同の利益を確保・向上させることを目的としています。 

　本プランは、(i)当社が発行者である株券等について、保有者の株券等保有割合が20％以上となる買付

け、または(ⅱ)当社が発行者である株券等について、公開買付けに係る株券等の株券等所有割合および

その特別関係者の株券等所有割合の合計が20％以上となる公開買付け（以下、併せて「買付け等」と

いいます。）を対象とします。 
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当社の株券等について買付け等が行われる場合、当該買付け等を行う買付者等には、当社取締役会が

別途認めた場合を除き、買付け等の内容の検討に必要な情報および本プランに定める手続を順守する

旨の誓約文言等を記載した書面の提出を求めます。その後、買付者等から提出された情報や当社取締役

会からの意見や根拠資料、当該買付け等に対する代替案（もしあれば）が、当社経営陣から独立した者

から構成される独立委員会に提供されます。独立委員会は、原則として最長60日間の検討期間を設定

し、その間、買付内容の評価・検討、当社取締役会の提示した代替案の検討、買付者等との交渉、株主に

対する当社取締役会の代替案の提示等を行います。独立委員会は、必要があれば、外部専門家等の助言

を独自に得ることができます。当社は、買付者等が現れた事実、買付者等から情報が提供された事実、独

立委員会による検討が開始した事実等について、株主に対する情報開示を行います。 

独立委員会は、買付者等が本プランに規定する手続を順守しなかった場合、または当該買付け等の内

容の検討、買付者等との協議・交渉の結果、買付者等による買付け等が当社の企業価値・株主共同の利

益に対する明白な侵害をもたらすおそれのある買付け等であるなど、本プランに定める要件のいずれ

かに該当すると判断し、かつ、以下に記載する内容の新株予約権の無償割当てを実施することが相当で

あると判断した場合には、独立委員会規則に従い、当社取締役会に対して、かかる新株予約権の無償割

当てを実施することを勧告します。また、独立委員会は、新株予約権の無償割当てを相当と判断する場

合でも、新株予約権の無償割当ての実施について株主総会の決議を得ることが相当であると判断する

ときは、当社取締役会に、株主総会の招集、新株予約権無償割当てに関する議案の付議を勧告するもの

とします。当社は、独立委員会が勧告等を行った場合、当該勧告等につき情報開示を行います。 

この新株予約権は、１円（または当社株式１株の時価の２分の１の金額を上限として当社取締役会

が新株予約権無償割当ての決議において定める金額）を払い込むことにより、原則として当社株式１

株を取得することができるものですが、買付者等による権利行使が認められないという行使条件が付

されています。また、当社が買付者等以外の者から当社株式と引換えに新株予約権を取得することがで

きる旨の取得条項が付されており、当社がかかる条項に基づく取得をする場合、本新株予約権１個と引

換えに、原則として当社株式１株が交付されます。当社取締役会は、独立委員会の上記勧告を最大限尊

重して新株予約権無償割当ての実施もしくは不実施の決議、または株主総会の招集を行うものとしま

す。当社取締役会は、上記決議を行った場合速やかに、当該決議の概要その他当社取締役会が適切と判

断する事項について、情報開示を行います。  

本プランの有効期間は、平成23年３月末日に終了する事業年度に関する定時株主総会の終結の時ま

でです。但し、当該有効期間の満了前であっても、(i)当社の株主総会において本プランに係る新株予約

権の無償割当てに関する事項の決定についての取締役会への委任を撤回する旨の決議が行われた場

合、または、(ⅱ)当社取締役会により本プランを廃止する旨の決議が行われた場合には、本プランはそ

の時点で廃止されることになります。  

本プランの導入後であっても、新株予約権の無償割当てが実施されていない場合、株主および投資家

の皆様に直接具体的な影響が生じることはありません。他方、本プランが発動され、新株予約権の無償

割当てが実施された場合、株主の皆様が、新株予約権行使の手続を行わないと、その保有する当社株式

全体の価値が希釈化される場合があります（但し、当社が当社株式を対価として新株予約権の取得を

行った場合、かかる株式の希釈化は生じません。）。 
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Ⅲ．上記の各取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由

　

前記Ⅱ．①に記載した様々な施策は、当社の企業価値・株主共同の利益を継続的かつ持続的に向上

させるための具体的方策であり、当社の基本方針に沿うものです。 

　前記Ⅱ．②に記載した本プランは、当社株券等に対する買付け等が行われる場合に、当該買付け等に

応じるべきか否かを株主の皆様が判断し、あるいは当社取締役会が株主の皆様に代替案を提案するた

めに必要な情報や時間を確保し、株主の皆様のために買付者等と協議・交渉等を行うことを可能とす

ることにより、当社の企業価値・株主共同の利益を確保するための枠組みであり、基本方針に沿うもの

です。特に、本プランは、株主総会において株主の承認を得た上で導入されたものであること、その内容

として合理的な客観的要件が設定されていること、独立性の高い社外者のみから構成される独立委員

会が設置されており、本プランの発動に際しては必ず独立委員会の判断を経ることが必要とされてい

ること、独立委員会は当社の費用で第三者専門家の助言を得ることができるとされていること、有効期

間が３年と定められた上、株主総会または取締役会によりいつでも廃止できるとされていることなど

により、その公正性・客観性が担保されており、高度の合理性を有し、企業価値ひいては株主共同の利

益を損なうものではなく、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではありません。 

　

なお、本プランの詳細につきましては、平成20年５月13日付当社プレスリリース「当社株式の大量取

得行為に関する対応策(買収防衛策)の導入について」(当社ホームページＩＲニュースhttp://www.

morinaga.co.jp/company/ir_news.htmlに掲載しております。)をご参照下さい。

　

(4)研究開発活動

当第２四半期連結会計期間の研究開発費は６億１百万円で、セグメントは全額「食料品製造」であり

ます。 

　当第２四半期連結会計期間は、主として「主力ブランド商品の強化」、「次期主力商品の創出」、「健康

・栄養分野での踏み込んだ食品機能の研究」を継続して取り組み、重要な変更はありません。 
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,000,000,000

計 1,000,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年11月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 270,948,848270,948,848
東京証券取引所
（市場第一部）　

　　単元株式数は1,000株
　　であります。

計 270,948,848270,948,848― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　 該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

　　 該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成21年７月１日～
　平成21年９月30日

― 270,948 ― 18,612 ― 17,186
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(5) 【大株主の状況】

平成21年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日本トラスティ・サービス
信託銀行株式会社

東京都中央区晴海一丁目８番11号 17,951 6.62

森永製菓取引先持株会 東京都港区芝五丁目33番１号 16,071 5.93

株式会社みずほ銀行
(常任代理人　資産管理サービス信
託銀行株式会社)

東京都千代田区内幸町一丁目１番５号
(東京都中央区晴海一丁目８番12号)

12,958 4.78

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 12,171 4.49

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社
(常任代理人　日本マスタートラス
ト信託銀行株式会社)

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
(東京都港区浜松町二丁目11番３号)

6,867 2.53

明治安田生命保険相互会社
(常任代理人　資産管理サービス信
託銀行株式会社)

東京都千代田区丸の内二丁目１番１号
(東京都中央区晴海一丁目８番12号)

6,652 2.45

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目２番１号 5,803 2.14

森永製菓従業員持株会 東京都港区芝五丁目33番１号 4,483 1.65

株式会社みずほコーポレート銀行
(常任代理人　資産管理サービス信
託銀行株式会社)

東京都千代田区丸の内一丁目３番３号
(東京都中央区晴海一丁目８番12号)

3,933 1.45

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社

東京都港区浜松町二丁目11番３号 3,818 1.40

計 ― 90,708 33.47

(注) １　上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。

　 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　　　　　　299千株

 　明治安田生命保険相互会社　　　　　　　422千株　 

　  また、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社及び日本マスタートラスト信託銀行株式会社の所有株式数

は全数信託業務に係るものであります。

２　上記のほか、当社所有の自己株式8,057千株（2.97％）があります。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成21年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

― ―　普通株式
8,057,000

完全議決権株式(その他)
　普通株式

259,395 ―
259,395,000

単元未満株式
　普通株式

― １単元（1,000株）未満の株式
3,496,848

発行済株式総数 270,948,848― ―

総株主の議決権 ― 259,395 ―

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式598株が含まれております。

　

　

② 【自己株式等】

平成21年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式) 東京都港区芝五丁目
8,057,000― 8,057,0002.97

森永製菓㈱ 33番１号

計 ― 8,057,000― 8,057,0002.97

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成21年
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 208 197 204 204 202 205

最低(円) 185 188 194 194 195 195

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所（市場第一部）におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第２四半期連結会計期間(平成20年７月１日から平成20年９月30日まで)及び前第２四半期連結

累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第２四半期連結会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間

(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間(平成20年７月１

日から平成20年９月30日まで)及び前第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表については、監査法人トーマツにより四半期レビューを受け、当第２四半期

連結会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成21年４

月１日から平成21年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表については、有限責任監査法人トーマツによ

り四半期レビューを受けております。

　なお、従来から当社が監査証明を受けている監査法人トーマツは、監査法人の種類の変更により、平成21年

７月１日をもって有限責任監査法人トーマツとなりました。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 9,383 7,370

受取手形及び売掛金 17,823 17,446

有価証券 － 110

商品及び製品 7,827 8,180

仕掛品 586 578

原材料及び貯蔵品 5,333 5,389

繰延税金資産 2,373 1,967

その他 4,495 5,130

貸倒引当金 △21 △18

流動資産合計 47,801 46,155

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※１
 20,076

※１
 19,852

機械装置及び運搬具（純額） ※１
 13,383

※１
 14,251

土地 30,277 30,249

その他（純額） ※１
 1,658

※１
 1,671

有形固定資産合計 65,395 66,023

無形固定資産

のれん 1,855 1,910

その他 436 425

無形固定資産合計 2,292 2,336

投資その他の資産

投資有価証券 15,640 11,607

繰延税金資産 388 375

その他 2,016 2,216

貸倒引当金 △81 △111

投資その他の資産合計 17,963 14,088

固定資産合計 85,652 82,448

資産合計 133,453 128,604
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 16,220 15,869

短期借入金 1,729 4,527

未払金 8,318 8,101

未払法人税等 1,713 275

賞与引当金 2,393 2,004

その他 8,009 7,146

流動負債合計 38,384 37,925

固定負債

長期借入金 23,122 23,179

繰延税金負債 4,128 2,635

退職給付引当金 6,909 6,959

役員退職慰労引当金 166 174

受入敷金保証金 7,484 7,409

その他 725 594

固定負債合計 42,536 40,952

負債合計 80,921 78,878

純資産の部

株主資本

資本金 18,612 18,612

資本剰余金 17,186 17,187

利益剰余金 13,977 13,699

自己株式 △2,028 △2,020

株主資本合計 47,748 47,479

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 4,793 2,312

繰延ヘッジ損益 △3 13

為替換算調整勘定 △495 △552

評価・換算差額等合計 4,293 1,774

少数株主持分 490 471

純資産合計 52,532 49,726

負債純資産合計 133,453 128,604
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

売上高 84,291 82,618

売上原価 44,850 43,883

売上総利益 39,441 38,735

販売費及び一般管理費 ※１
 37,495

※１
 35,866

営業利益 1,945 2,868

営業外収益

受取利息 3 2

受取配当金 293 249

持分法による投資利益 2 2

その他 198 249

営業外収益合計 498 503

営業外費用

支払利息 194 172

その他 110 87

営業外費用合計 304 260

経常利益 2,139 3,112

特別利益

固定資産売却益 8 0

その他 2 11

特別利益合計 11 11

特別損失

固定資産除売却損 291 122

その他 52 12

特別損失合計 344 134

税金等調整前四半期純利益 1,805 2,988

法人税、住民税及び事業税 987 1,653

法人税等調整額 △228 △522

法人税等合計 759 1,130

少数株主利益 10 1

四半期純利益 1,036 1,855
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間
(自 平成20年７月１日
　至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日
　至 平成21年９月30日)

売上高 44,293 43,157

売上原価 23,858 22,776

売上総利益 20,435 20,381

販売費及び一般管理費 ※１
 19,048

※１
 17,897

営業利益 1,386 2,483

営業外収益

受取利息 2 1

受取配当金 0 2

持分法による投資利益 0 2

その他 107 168

営業外収益合計 111 174

営業外費用

支払利息 101 82

その他 49 36

営業外費用合計 150 118

経常利益 1,347 2,540

特別利益

固定資産売却益 7 0

その他 2 4

特別利益合計 10 5

特別損失

固定資産除売却損 129 57

その他 51 12

特別損失合計 181 69

税金等調整前四半期純利益 1,176 2,475

法人税、住民税及び事業税 800 1,413

法人税等調整額 △346 △536

法人税等合計 454 877

少数株主利益又は少数株主損失（△） △1 3

四半期純利益 723 1,595
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,805 2,988

減価償却費 2,738 2,552

のれん償却額 70 81

退職給付引当金の増減額（△は減少） 65 △50

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △26 △8

賞与引当金の増減額（△は減少） 425 388

貸倒引当金の増減額（△は減少） 5 △27

受取利息及び受取配当金 △297 △252

支払利息 194 172

持分法による投資損益（△は益） △2 △2

固定資産売却損益（△は益） 102 21

固定資産除却損 181 100

売上債権の増減額（△は増加） 221 △349

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,266 419

仕入債務の増減額（△は減少） 512 337

その他の流動資産の増減額（△は増加） 428 627

その他の固定資産の増減額（△は増加） △106 23

未払金の増減額（△は減少） 246 206

その他の流動負債の増減額（△は減少） △47 281

預り敷金及び保証金の増減額（△は減少） △111 74

その他 △0 △15

小計 5,141 7,570

利息及び配当金の受取額 297 252

利息の支払額 △124 △189

法人税等の支払額 △1,049 △215

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,264 7,418

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △12 △10

定期預金の払戻による収入 12 12

有形固定資産の取得による支出 △2,642 △1,086

有形固定資産の売却による収入 25 182

無形固定資産の取得による支出 △29 △12

投資有価証券の取得による支出 △2 △2

投資有価証券の売却による収入 4 3

投資有価証券の償還による収入 1,000 －

関係会社株式の取得による支出 △58 －

貸付けによる支出 △2 －

貸付金の回収による収入 0 0

その他 △120 △67

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,826 △979
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(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,556 △2,790

長期借入れによる収入 3,000 －

長期借入金の返済による支出 △1,106 △91

自己株式の取得による支出 △388 △9

自己株式の売却による収入 6 0

配当金の支払額 △1,588 △1,577

少数株主への配当金の支払額 △18 △24

その他 △5 △85

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,658 △4,579

現金及び現金同等物に係る換算差額 △3 16

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 776 1,876

現金及び現金同等物の期首残高 6,435 6,467

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

13 28

現金及び現金同等物の四半期末残高 7,225 8,372

EDINET提出書類

森永製菓株式会社(E00369)

四半期報告書

20/31



【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日 
  至　平成21年９月30日)

１　連結の範囲の変更

持分法適用の非連結子会社であった米国森永製菓㈱は、重要性が増したため、第１四半期連結会計期間より連

結の範囲に含めております。

 

２　持分法適用の範囲の変更

　非連結子会社
　　　米国森永製菓㈱
　　　　(第１四半期連結会計期間より連結子会社に変更)

   

　

【簡便な会計処理】

当第２四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第２四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)

該当事項はありません。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額   102,709百万円※１　有形固定資産の減価償却累計額   101,094百万円

　２　偶発債務

連結会社以外の会社等の金融機関からの借入金に

対して、次の通り債務保証を行っております。

従業員 104百万円

その他１件 1百万円

計 105百万円

　２　偶発債務

連結会社以外の会社等の金融機関からの借入金に

対して、次の通り債務保証を行っております。

従業員 123百万円

その他２件 2百万円

計 126百万円
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(四半期連結損益計算書関係)

　

第２四半期連結累計期間

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日 
  至　平成21年９月30日)

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次　

　 のとおりであります。

販売促進費 16,409百万円

広告宣伝費 3,564　〃

運賃 3,151　〃

貸倒引当金繰入額 5　〃

給料手当 5,524　〃

賞与引当金繰入額 1,397　〃

退職給付費用 374　〃

減価償却費 461　〃

のれん償却額 70　〃

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次　

　 のとおりであります。

販売促進費 15,017百万円

広告宣伝費 3,423　〃

運賃 3,047　〃

貸倒引当金繰入額 3　〃

給料手当 5,380　〃

賞与引当金繰入額 1,343　〃

退職給付費用 405　〃

減価償却費 504　〃

のれん償却額 81　〃

　

第２四半期連結会計期間

前第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日 
  至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日 
  至　平成21年９月30日)

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次　

　 のとおりであります。

販売促進費 8,526百万円

広告宣伝費 1,663　〃

運賃 1,656　〃

貸倒引当金繰入額 3　〃

給料手当 2,730　〃

賞与引当金繰入額 677　〃

退職給付費用 185　〃

減価償却費 239　〃

のれん償却額 34　〃

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次　

　 のとおりであります。

販売促進費 7,797百万円

広告宣伝費 1,506　〃

運賃 1,561　〃

貸倒引当金繰入額 2　〃

給料手当 2,666　〃

賞与引当金繰入額 622　〃

退職給付費用 203　〃

減価償却費 258　〃

のれん償却額 40　〃

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日 
  至　平成21年９月30日)

　　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成20年９月30日現在)

現金及び預金 8,027百万円

有価証券 210  〃

　　　計 8,238百万円

預入期間が３か月を超える

定期預金
△1,013　〃

現金及び現金同等物 7,225百万円
 

　　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成21年９月30日現在)

現金及び預金 9,383百万円

預入期間が３か月を超える

定期預金
△1,011　〃

現金及び現金同等物 8,372百万円
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(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成21年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 

至 平成21年９月30日)

　

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 270,948,848

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 8,057,598

　

３　新株予約権等に関する事項

　　該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年６月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 1,577 6.00平成21年３月31日 平成21年６月29日

　
　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　 該当事項はありません。
　

(有価証券関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成21年９月30日)

その他有価証券で時価のあるものが、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、

前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められます。

　　　その他有価証券で時価のあるもの

区分
取得原価
(百万円)

四半期連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

　　株式 7,239 15,123 7,883

　　債券 ― ― ―

　　その他 ― ― ―

計 7,239 15,123 7,883

　

(デリバティブ取引関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成21年９月30日)

デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変

動がありません。

　

(ストック・オプション等関係)

当第２四半期連結会計期間(自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日)

該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

　

　
食料品
製造
(百万円)

食料卸売
及び飲食店
(百万円)

不動産及び
サービス
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

37,2456,212 679 155 44,293 ― 44,293

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高

1,614 372 32 24 2,043(2,043) ―

計 38,8606,585 711 179 46,337(2,043)44,293

営業利益 1,390 184 192 30 1,798 (411) 1,386

　

当第２四半期連結会計期間(自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日)

　

　
食料品
製造
(百万円)

食料卸売
及び飲食店
(百万円)

不動産及び
サービス
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

36,1666,103 731 156 43,157 ― 43,157

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高

939 329 31 25 1,326(1,326) ―

計 37,1066,432 763 181 44,484(1,326)43,157

営業利益 2,166 190 219 45 2,621 (137) 2,483
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前第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)
　

　
食料品
製造
(百万円)

食料卸売
及び飲食店
(百万円)

不動産及び
サービス
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

71,28411,3071,418 281 84,291 ― 84,291

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高

2,636 720 63 36 3,457(3,457) ―

計 73,92012,0281,482 317 87,749(3,457)84,291

営業利益 1,728 277 437 32 2,475 (529) 1,945

　

当第２四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)
　

　
食料品
製造
(百万円)

食料卸売
及び飲食店
(百万円)

不動産及び
サービス
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

69,49311,3651,487 272 82,618 ― 82,618

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高

1,863 639 63 39 2,606(2,606) ―

計 71,35612,0041,551 312 85,225(2,606)82,618

営業利益 2,208 282 456 54 3,002 (133) 2,868

(注) １ 事業区分の方法

　当社の管理上の各部門及び各連結子会社のそれぞれを主な事業により分類し、「日本標準産業分類」の

　大分類を参考にして区分しております。

　　 ２ 各区分に属する主要な製品等の名称

　　　　食料品製造　　　    菓子、食品、冷菓、健康(ゼリー飲料等)等の製造

　食料卸売及び飲食店　業務用食品の卸売、食堂、レストラン等

　不動産及びサービス　不動産取引、不動産賃貸、ゴルフ場等

　

     前第２四半期連結累計期間

３ 会計方針の変更

　（「重要な資産の評価基準及び評価方法」における会計方針の変更）

　通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、主として総平均法による原価法によっておりました

が、第１四半期連結累計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月

５日）が適用されたことに伴い、主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に

基づく簿価の切下げの方法）に変更しております。

　この変更により、当第２四半期連結累計期間の営業利益が「食料品製造」99百万円、「食料卸売及び飲食店」

３百万円、それぞれ減少しております。

　 

４ 追加情報

　　　（有形固定資産の耐用年数の変更）

平成20年度の法人税法の改正による法定耐用年数変更を契機に資産の利用状況を見直した結果、第１四半期

連結累計期間より、主として機械装置について耐用年数の変更を行っております。 

この変更により、当第２四半期連結累計期間の営業利益が「食料品製造」83百万円増加、「食料卸売及び飲

食店」０百万円減少、「不動産及びサービス」０百万円減少、「その他」０百万円増加しております。
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【所在地別セグメント情報】

  前第２四半期連結会計期間(自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日)及び当第２四半期連結会計

期間(自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日)並びに前第２四半期連結累計期間(自 平成20年４月

１日 至 平成20年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30

日)

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が90％を超えるているため、所在地別セグメント

情報の記載を省略しております。

　

【海外売上高】

　前第２四半期連結会計期間(自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日)及び当第２四半期連結会計期

間(自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日)並びに前第２四半期連結累計期間(自 平成20年４月１

日 至 平成20年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日)

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１.　１株当たり純資産額

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

１株当たり純資産額 197.96円

　

１株当たり純資産額 187.32円

　

　

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日）

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 52,532 49,726

純資産の部の合計額から控除する金額(百万円) 490 471

（うち少数株主持分） (490) (471)

普通株式に係る四半期連結会計期間末(連結会計
年度末)の純資産額(百万円)

52,042 49,254

１株当たり純資産額の算定に用いられた四半期連
結会計期間末(連結会計年度末)の普通株式の数
(千株)

262,891 262,937

　

２  １株当たり四半期純利益金額等

第２四半期連結累計期間

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日 
  至　平成21年９月30日)

１株当たり四半期純利益 3.94円
 
　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益
金額については、潜在株式が存在しないため記載
しておりません。

　

１株当たり四半期純利益 7.06円
 
　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益
金額については、潜在株式が存在しないため記載
しておりません。
　

　

(注)　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

　
前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日 
  至　平成21年９月30日)

四半期純利益金額(百万円) 1,036 1,855

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 1,036 1,855

普通株式の期中平均株式数(千株) 263,351 262,909
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第２四半期連結会計期間

前第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日 
  至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日 
  至　平成21年９月30日)

１株当たり四半期純利益 2.75円

 
　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益
金額については、潜在株式が存在しないため記載
しておりません。

　

１株当たり四半期純利益 6.07円

 
　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益
金額については、潜在株式が存在しないため記載
しておりません。
　

　

(注)　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

　
前第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日 
  至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日 
  至　平成21年９月30日)

四半期純利益金額(百万円) 723 1,595

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 723 1,595

普通株式の期中平均株式数(千株) 263,034 262,897

　

(リース取引関係)

記載すべき事項はありません。

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年11月４日

森永製菓株式会社

取締役会  御中

　

監査法人　トーマツ

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    佐    藤    正　  樹    印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    山    口    更    織    印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている森永

製菓株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平

成20年７月１日から平成20年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年９

月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、森永製菓株式会社及び連結子会社の平成20年

９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経

営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 
(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年11月５日

森永製菓株式会社

取締役会  御中

　

有限責任監査法人　トーマツ

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    佐　　藤　　正　　樹    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    山　　口　　更　　織　　印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている森永

製菓株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平

成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年９

月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、森永製菓株式会社及び連結子会社の平成21年

９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経

営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 
(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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